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和歌山県国民健康保険運営方針策定における
これまでの流れ

○平成２８年４月～ 和歌山県国保運営方針連携会議（連携会議）を設置
市町村国民健康保険主管課長等を委員とし、運営方針の意見交換、意
見調整を実施

○平成２８年５月～ 連携会議内に作業部会を設置
運営方針の具体的な記載事項等について、市町村国保実務担当職員等
と協議を実施

○平成２９年３月 和歌山県国民健康保険運営方針（骨子案）を各市町村
長へ意見照会

○平成２９年７月 連携会議において、和歌山県国民健康保険運営方針
（素案）を審議

○平成２９年８月 和歌山県国民健康保険運営方針（素案）を各市町村長
へ意見照会

○平成２９年１０月 和歌山県国民健康保険運営協議会へ諮問
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和歌山県国保運営方針（素案）概要

第１ 国民健康保険運営方針に関する基本的な事項

第２ 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し

第３ 市町村ごとの納付金の算定方法に関する事項

第４ 市町村ごとの標準保険料（税）の算定方法に関する事項

第５ 市町村における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項

第６ 市町村における保険給付の適正な実施に関する事項

第７ 医療費の適正化の取組に関する事項

第８ 市町村が担う事務の広域化及び効率的な運営の推進に関する事項

第９ その他
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第１ 国民健康保険運営方針に関する
基本的な事項（P1～P2）

○策定の目的

・国民健康保険は市町村単位で運営しているため、小規模保険者が多く財
政が不安定になりやすく、また、事務処理の実施方法にばらつきがある等
の財政運営及び事業運営の課題がある。

・国民健康保険制度の安定的な運用が可能となるようにするため、平成３０
年度から県が市町村とともに国民健康保険の運営を担い、財政運営の責
任主体として中心的な役割を担う。

・新制度において、県と市町村が一体となって、国民健康保険の保険者の
事務を共通認識の下で実施するとともに、市町村が事業の広域化や効率
化を推進するために、県内の統一的な方針として、和歌山県国民健康保
険運営方針を定める。

○対象期間

・平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までの３年間。以降、３年ごと
に見直し
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第２ 国民健康保険の医療に要する費用及び
財政の見通し（P3～P24）

○現況（P3～P20）
・世帯数・被保険者数

世帯数：１６万６千世帯

被保険者数：２８万７千人

被保険者の約半数が６０歳

以上

・医療費

１人当たり医療費は増加傾向

市町村間の格差は約１．７倍

（最高：北山村 ４６万９千円

最低：みなべ町２７万１千円）
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第２ 国民健康保険の医療に要する費用及び
財政の見通し（P3～P24）

○現況（P3～P20）
・保険料（税）

収納率は上昇傾向であるが、

都市部を中心に低い状況。

・財政状況

決算補填目的の法定外繰入が

市町村で大きな差

（8市町村で実施）
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第２ 国民健康保険の医療に要する費用及び
財政の見通し（P3～P24）

○将来の見通し（P21～P22）
・平成２７年度から平成３７年度の被保険

者数・１人当たり医療費・医療費総額を

推計。

・被保険者数は▲１６％、

１人当たり医療費は＋１６％

医療費総額は平成３２年度（２０２０年度）

をピークに減少
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第２ 国民健康保険の医療に要する費用及び
財政の見通し（P3～P24）

○財政収支の改善に係る基本的な考え方（P23）
・決算補填等を目的とした法定外一般会計繰入については、解消・削
減していく

○赤字解消・削減の取組、目標年次等

・決算補填等を目的とする一般会計繰入については、県と市町村とで十分
協議を行い、赤字保険者毎に目標年次及び取組を定める。

・平成３９年度までに県内全ての市町村で赤字解消を目指す。

参考：一般会計繰入金の分類

法定繰入 保険基盤安定制度、職員給与費等の法令により繰入が定められているもの

法定外繰入 決算補填等 保険料（税）の収納不足、医療費の増加、

保険料（税）の負担緩和を図る等のためのもの

決算補填等以外 保険料（税）の減免、地方独自事業の波及増補填、

保健事業費、直営診療施設の充当等のためのもの
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第２ 国民健康保険の医療に要する費用及び
財政の見通し（P3～P24）

○財政安定化基金の運用（P23～P24）
・給付増や保険料収納不足による財源不足となった場合に、県及び市町村
に対し、貸付又は、特別な事情が生じた場合に交付を行う。

○「特別な事情」の基本的な考え方

・多数の被保険者の生活に影響を与える災害（台風、洪水、噴火等）

・地域の産業に大きな影響が生じた場合（地域企業の破綻、主要産物の価
格低下等）

・その他、上記に類するような大きな影響が多数の被保険者に生じた場合

○平成３５年度までの特例

・新制度への移行に伴う保険料（税）の激変緩和措置等に必要な資金の交
付に充てることが可能

（詳細は「第３」のP27～で記載）
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第３ 市町村ごとの納付金の算定方法に
関する事項（P25～P28）

○納付金制度の概要（P25）
・県は、県全体の費用を推計し、市町村が保険料（税）として徴収すべき金
額を算定し、市町村ごとに所得・被保険者等のシェアにより按分し、市町村
ごとの納付金を決定。

この際、標準保険料（税）率も示す（→第４）
・市町村は、県の決定した納付金を納めるために標準保険料（税）率を参考
に保険料（税）を決定し、賦課・徴収。
徴収した保険料（税）を財源に県に納付金を支払う。
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第３ 市町村ごとの納付金の算定方法に関する
事項（P25～P28）

○納付金の算定方法（P26）
・厚生労働省の示したガイドラインに基づき、県全体の必要額を所得、人数
のシェア応じて按分した上で、医療費水準を反映した上で配分。

・数式

市町村の納付金の額＝
（県全体の必要額）×｛α×（年齢調整後の医療費指数－１）＋１｝

×｛β×（所得（応能）のシェア）＋（人数（応益）のシェア）｝
÷（１＋β）×γ

α：医療費水準（後述）
β：所得水準（後述）
γ：調整係数（各市町村の総額を都道府県の総額に合わせるための調整係数）
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第３ 市町村ごとの納付金の算定方法に
関する事項（P25～P28）

○納付金算定に使用する係数（P26～P27）
（１）医療費水準反映係数「α」
市町村ごとの医療費水準を、どの程度納付金に反映させるかの係数

α＝１の場合は医療費水準を100％納付金に反映。
α＝０の場合は医療費水準を全く反映しない。
・本県の場合、

①県内市町村の１人当たり医療費格差が約１．７倍存在（年齢調整前）

②反映させないことにより、医療費水準が低い市町村の保険料（税）率が
急激に上昇の懸念

③医療費水準を納付金に反映させることにより、市町村の医療費適正化
の努力が期待できる

→α＝１とし、医療費水準を納付金に反映させる。
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第３ 市町村ごとの納付金の算定方法に
関する事項（P25～P28）

○納付金算定に使用する係数（P26～P27）
（２）所得シェア反映係数「β」
市町村ごとの所得の水準を、との程度納付金に反映させるかの係数

全国平均と同じ所得水準の都道府県は「β＝１」で、所得と人数に応じて配
分する納付金の割合は１：１

・本県の場合、

①所得水準は全国平均を下回っている（Ｈ２８年度：約０．７７）

②県内で所得シェアが高い市町村に過度に多くなる恐れがある

→β＝全国平均と比較した本県の所得水準に応じて設定。
（３）調整係数「γ」
各市町村の納付金額の積み上げ額を、県の必要総額に合わせる係数
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第３ 市町村ごとの納付金の算定方法に
関する事項（P25～P28）

○保険者努力支援制度の都道府県分の扱い（P27）
・新制度では、国保運営安定化や医療費適正化に係る都道府県や市町村
の努力に応じて、国から交付金が交付される制度が実施
（「保険者努力支援制度」）

・この交付金のうち、県に交付された交付金については、県全体の納付金か
ら差し引くこととする。

・保険者努力支援制度の詳細は次ページ参照

○激変緩和措置（P27～28）
・新制度施行に伴い、市町村で本来集めるべき１人当たり保険料（税）が一
定割合以上増加すると見込まれる場合、県繰入金による激変緩和措置を
実施。

・期間は特例基金の設置期間となる平成３５年度までの６年間
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第３ 市町村ごとの納付金の算定方法に
関する事項（P25～P28）
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第４ 市町村ごとの標準保険料（税）の
算定方法に関する事項（P29～P31）

○趣旨（P29）
・現状、国保の保険料（税）は様々な要因により差があるため、他の市町村
との比較は困難な状況。

・平成３０年度以降、県が市町村標準保険料（税）を示すことで、標準的な住
民負担の「見える化」を図る。

・県は、標準的な保険料（税）算定方式や市町村規模等に応じた収納率等
の、必要となる事項の標準に基づき、市町村標準保険料（税）を算定。
また、県は全国一律の算定方式により、県内全ての市町村の保険料（税）
率の標準的な水準を示し、都道府県間の住民負担の「見える化」を図る。

（イメージ）

都道府県標準保険料率
１人当たり医療費
（年齢調整後）

市町村標準保険料率
当該市町村の保険料（税）
算定方式で算出した場合

実際の保険料（税）率
（市町村が決定）

Ａ市：
　400,000円

Ａ市：
　所得割　10％
　均等割　50,000円

Ａ市：
　所得割　10％
　均等割　50,000円

Ａ市：
　所得割　10％
　均等割　50,000円

Ｂ町：
　240,000円
（Ａ市の6割）

Ｂ町：
　所得割　6％
　均等割　30,000円

Ｂ町：
　所得割　6％
　均等割　23,000円
　世帯割　10,000円

Ｂ町：
　所得割　5.8％
　均等割　22,000円
　世帯割　　9,000円

全国統一ルール 都道府県内統一ルール 各市町村算定方式 各市町村算定方式

※Ａ市とＢ町が同じ所得水準である場合

医療費の水準に応じた負担
収納率向上等により、都道
府県が示す数値より引き下
げが可能

　所得割　8％
　均等割　40,000円
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第４ 市町村ごとの標準保険料（税）の
算定方法に関する事項（P29～P31）

○現状の把握（P29～P30）
・各市町村の保険料（税）算定方式
３方式（所得割、均等割、平等割）：和歌山市
４方式（所得割、資産割、均等割、平等割）：その他の２９保険者

・応能割と応益割の割合

応能割５１．８％、応益割４８．２％と、応能割が若干高い

○保険料（税）の統一について（P29）
・負担の公平化を進めるため、将来的に保険料（税）統一

・県内医療費水準に格差があることから、統一による激変の恐れ

・医療費適正化へのインセンティブが働かなくなる恐れ

・・・平成３０年度において県内保険料（税）の統一は行わない

平成３９年度までの期間（国保改革から１０年後）で統一保険料（税）を目指
すが、その前提として医療費水準の平準化が必要

→医療費の適正化に取り組む（第７）
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第４ 市町村ごとの標準保険料（税）の
算定方法に関する事項（P29～P31）

○標準的な算定方式（P30）
・３方式（所得割、均等割、平等割）

○標準的な収納率（P31）
・各市町村の過去５年間の平均収納率

○賦課限度額（P31）
・政令基準どおりの限度額

○応能割と応益割の賦課割合（P31）
・所得割：均等割：平等割＝５０：３５：１５

○標準保険料（税）率算定に使用する係数（P31）
・医療費水準反映係数「α」 ： α＝１（納付金と同様）
・所得シェア反映係数「β」 ： β＝１
（現在の応能・応益の賦課割合を踏まえて設定）
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第５ 市町村における保険料（税）の徴収の
適正な実施に関する事項（P32～P39）

○現状（P32～P37）
・収納率は上昇傾向だが、都市部
を中心に収納率が低い

・滞納世帯数、割合等は減少傾向
だが、市町村で差
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第５ 市町村における保険料（税）の徴収の
適正な実施に関する事項（P32～P39）

○収納対策の実施（P32～37）
・市町村保険者は今後も引き続き、収納率向上に資する取組を実施

・県は、以下の取組を実施

県地方税回収機構を活用した徴収技術の向上

収納担当職員に対する研修

○収納率目標（P38～P39）
・保険者規模別に６段階の収納率目標を設定

収納率目標達成に資する取組に対して県繰入金
による支援を実施
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第６ 市町村における保険給付の適正な
実施に関する事項（P40～P44）

○現状の把握（P40～P41）
・レセプト点検実施状況
点検効果額：１人当たり２，０４１円（全国平均・１，８６６円）

・第三者求償事務（※）の実施状況
実施件数：７４７件、収納額：１６２，８６０千円

（※）第三者求償行為：被保険者が第三者の不法行為（交通事故等により傷病等を受けて治療を受けた場合、当該医療費の支払い
は第三者が負担することとなり、市町村は第三者に対して保険給付費等を請求する行為）

○適正な保険給付に資する取組の実施（P41～P43）
・療養費の支給の適正化
適正化事例の横展開、マニュアル作成、定期的な指導・助言の実施に努める

・レセプト点検の充実強化
効果的・効率的な二次点検になるよう指導・助言を実施
市町村に対する定期的・計画的な指導・助言の実施等に努める

・第三者求償事務等の取組強化
アドバイザー派遣の調整、市町村への定期的な指導・助言の実施
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第６ 市町村における保険給付の適正な
実施に関する事項（P40～P44）

○高額療養費の多数回該当の取扱い（P43～P44）
・平成３０年度以降、県も国保保険者になることに伴い、市町村をまたがる住所
の異動があっても、「同一県内」かつ「世帯の継続性が保たれている」場合に
は、高額療養費の多数回該当に係る該当回数を前住所地から通算が可能

・この取扱いにおける「世帯の継続性」の判定について、以下のように定める。

①一の世帯で完結する住所移転
（他の世帯と関わらない場合）
世帯の継続性を認める

②一の世帯で完結しない住所移転
世帯分離、世帯合併がある場合は以下の通りとする

ア：世帯と住所の両方に変更がない世帯に継続性を認める
イ：転入する世帯の世帯主が主宰する世帯に対し継続性を認める
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第７ 医療費の適正化の取組に関する事項
（P45～P48）

○趣旨（P45）
国保の安定的な財政運営において、支出面の適正化の取組が重要。
特に支出面の中心となっている医療費に
ついての適正化を行うことで、国保財政
の強化の取組を定める。

○現状の把握（P45～P47）
・データヘルス計画策定状況：１４市町村

・特定健康診査受診率：３１．８％
（全国平均３６．３％）

・特定保健指導実施率：２９．６％
（全国平均２５．１％）

・後発医薬品利用状況：５９．９％
（全国平均６４．１％）
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第７ 医療費の適正化の取組に関する事項
（P45～P48）

○医療費の適正化に向けた取組（P47～P48）
・データヘルス計画の策定促進
未策定市町村に対する支援・助言

・特定健診受診率、特定保健指導実施率向上
好事例の情報提供、研修会の実施

・後発医薬品の利用率向上
利用率向上に向けた広報実施

・重複受診、頻回受診、重複投薬への訪問指導
未実施市町村への支援・助言

・糖尿病性腎症重症化予防事業の実施
市町村の取組が円滑・効果的に行われるような連携体制の構築

○医療費適正化計画との整合性（P48）
・第３期和歌山県医療費適正化計画（平成３０年度～平成３５年度）に定める取
組との整合性を図る。
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第７ 医療費の適正化の取組に関する事項
（P45～P48）

○将来的な保険料（税）統一との関係（P48）
・「第４ 市町村における保険料（税）の標準的な算定方法に関する事項」の
「３．保険料（税）の統一について」で、将来的には平成３９年度までの期間で
保険料（税）の統一を目指す。
・その前提として、この期間での医療費水準の平準化が必要
→実現に向けた医療費適正化に取り組む
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第８ 市町村が担う事務の広域的及び効率的
な運営の推進に関する事項（P49）

○事務の標準化に向けた取組の検討

・市町村が行う事務の標準化に向けた取組の推進に当たり、各市町村の国民
健康保険事業の詳細を把握。

・その上で、事務のばらつきが見られる事項について、事務処理の標準化を進
める。

○事務の共同化の検討
・これまで国保連合会に委託していた共同事務は、引き続き委託・実施

・効率化や経費節減を図るため、市町村の意向・要望を踏まえた上で、更なる
事務の共同化を検討
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第９ その他（P50）

○保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携

・保健事業と介護予防の取組との連携
訪問指導における保健医療・福祉・介護予防等のサービスの活用方法等に
関する指導 等

・特定健診・特定保健指導と市町村の衛生部門における健診事業との連携

・高齢者の介護予防の取組と保健事業の連携

○市町村連携会議及び作業部会の開催

・平成３０年度以降においても、和歌山県国保運営方針連携会議及び作業部
会を必要に応じて開催し、県・市町村・国保連合会の間で引き続き協議する。
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今後の進め方（予定）

○パブリックコメント（10月中）
○第2回運営協議会での審議（10月下旬～11月）
○第3回運営協議会での審議・答申（11月下旬）
○知事決定（12月）
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